
営農型太陽光発電に係る農地転用許可基準 

 

１ 営農型太陽光発電 

「営農型太陽光発電」とは，一時転用許可を受け，農地に簡易な構造でかつ容易に撤去で

きる支柱を立てて，上部空間に太陽光を電気に変換する設備（以下「営農型太陽光発電設

備」という。）を設置し，営農を継続しながら発電を行う事業をいう。 

 

２ 一時転用許可の手続 

（１）許可申請書の添付資料 

営農型太陽光発電を行うため，支柱部分について一時転用許可を申請する場合には，農

地法関係事務処理要領の制定について（平成 21 年 12 月 11 日付け 21 経営第 4608 号・

21 農振第 1599 号農林水産省経営局長・農村振興局長通知。以下「事務処理要領」とい

う。）に定める書類のほか，次に掲げる書類を農地転用許可申請書に添付するものとする。 

ア 営農型太陽光発電設備その他営農型太陽光発電の実施に必要な設備に係る設計図 

イ 営農型太陽光発電設備の下部の農地（以下「下部の農地」という。）における栽培計

画，収支の見込みその他の事項について記載した営農計画書（様式第１号） 

ウ 営農型太陽光発電設備の設置による下部の農地における営農への影響の見込み及び

その根拠となる書類（様式第２号） 

 (ｱ) (ｲ)以外の場合 

次に掲げるいずれかの事項を記載した書類 

a 下部の農地で栽培する農作物について，総社市の区域内における生産量及び品質に

関するデータ（例えば，試験研究機関による調査結果等） 

b 下部の農地において栽培する農作物について必要な知見を有する者（例えば，普及

指導員，試験研究機関，設備の製造業者等）の意見書（様式第３号） 

c 当該申請に先行して下部の農地において耕作の事業を行う者の栽培実績（総社市の

区域内において行われているものに限る。） 

 (ｲ) 総社市において栽培されていない農作物又は生産に時間を要する農作物を栽培す

る場合 

(ｱ)の b に掲げる事項のほか，次に掲げるいずれかの事項を記載した書類 

a 申請者自ら又は第三者に委託して総社市の区域内で試験的に実施した栽培の実績 

b 単位面積当たりの収穫量（以下「単収」という。）の根拠を含む栽培理由（様式第４

号） 

エ 営農型太陽光発電設備を撤去するのに必要な費用を営農型太陽光発電の設置者（以

下「設置者」という。）が負担することを証する書面（様式第５号） 

オ 毎年，下部の農地において栽培する農作物に係る栽培実績書及び収支報告書を農業

委員会に提出することを誓約する旨を記載した書面（様式第６号） 



（２）一時転用許可基準 

農業委員会は，一時転用許可を行う場合には，「農地法関係事務に係る処理基準につい

て」（平成 12 年６月１日付け 12 構改Ｂ第 404 号農林水産事務次官依命通知。以下「処理

基準」という。）及び「「農地法の運用について」の制定について」（平成 21 年 12 月 11 日

付け 21 経営第 4530 号・21 農振第 1598 号農林水産省経営局長・農村振興局長通知。以

下「運用通知」という。）の定めによるほか，申請内容が次に掲げる事項に該当すること

を確認するものとする。 

ア 申請に係る転用期間が別表の区分に応じた期間内であり，下部の農地における営農

の適切な継続を前提として営農型太陽光発電設備の支柱を立てるものであること。 

イ 営農型太陽光発電に係る事業終了後に当該支柱部分に係る土地が耕作の目的に供さ

れることが確実であり，かつ申請に係る面積が必要最小限で適正と認められること。 

また，変電設備等附随する設備を設置する必要がある場合においては，原則として近

隣の農地以外の土地から選定するものとし，これらの土地がないなどやむを得ず農地

を一時転用して設置する場合には，その規模及び位置が適正であること。 

ウ 下部の農地における営農の適切な継続（次に掲げる場合のいずれにも該当しないこ

とをいう。）が確実と認められること。 

a 下部の農地において栽培する農作物の単収が，同じ年産の当該申請に係る農地が所

在する市町村の区域内の平均的な単収と比較しておおむね２割以上減少する場合

（遊休農地を再生利用する場合（下部の農地が別表の区分(2)に該当する場合をいう。

以下同じ。）を除く。） 

   （総社市の区域内で作付けされていない農作物又は生産に時間を要する農作物を栽

培する場合にあっては，(1)ウ(ｲ)の a 又は b の書類に記載された単収より減少する

場合。） 

ｂ 遊休農地を再生利用する場合において，法第 32 条第１項各号に掲げる遊休農地に

該当することとなる場合。   

ｃ 下部の農地において生産された農作物の品質に著しい劣化が生じるおそれがある

と認められる場合   

エ 農業委員会への毎年の栽培実績及び収支の報告が適切に行われ，下部の農地におけ

る営農の状況が適確に確認できると認められること。 

オ 営農型太陽光発電設備の角度，間隔等からみて農作物の生育に適した日照量を保つ

ことができると認められること。 

カ 営農型太陽光発電設備の支柱の高さ，間隔等からみて農作業に必要な農業機械等を

効率的に利用して営農するための空間が確保されていると認められること。 

なお，支柱の高さについては，当該農地の良好な営農条件が維持されるよう，農作物

の栽培において，効率的な農業機械等の利用や農業者が立って農作業を行うことが可

能な高さとして最低地上高２メートル以上を確保していること。 



ただし，農地に垂直に太陽光発電設備を設置するものなど，当該設備の構造上，支柱

の高さが下部の農地の営農条件に影響しないことが明らかであり，当該設備の設置間

隔，規模，立地条件等からみて，当該農地の良好な営農条件が維持される場合には，支

柱の高さが最低地上高２メートルに達しなくても差し支えない。 

キ 位置等からみて，営農型太陽光発電設備の周辺の農地の効率的な利用，農業用用排水

施設の機能等に支障を及ぼすおそれがないと認められること。 

特に農用地区域内農地においては，農業振興地域整備計画の達成に支障を及ぼすお

それがないよう以下の事項に留意すること。 

ａ 農用地区域内における農用地の集団化，農作業の効率化その他土地の農業上の効

率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないこと。 

ｂ 農業振興地域整備計画に位置付けられた土地改良事業等の施行や農業経営の規模

の拡大等の施策の妨げとならないこと。 

ク 農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 19 条第１項に規定する地域計

画の区域内において営農型太陽光発電を行う場合は，当該地域計画に係る協議の場に

おいて，農地の利用の集積その他の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を

生ずるおそれがないとして，営農型太陽光発電の実施について合意を得た土地の区域

内において行うものであること。 

   この場合における協議の場の進め方については，次のほか，「農業経営基盤強化促進

法の基本要綱」（平成 24 年５月 31 日付け 24 経営第 564 号農林水産省経営局長通知）

によること。 

  ａ 農業委員会は，地域計画の区域内で営農型太陽光発電に係る事業の実施について

相談を受けている場合は，協議の場において，当該事業に関する情報及び農地法第４

条第６項第４号及び第５号の適合性に係る見解を情報提供する。また，営農型太陽光

発電設備の設置者等は，当該農用地で営農型太陽光発電事業を実施することとなっ

た経緯や営農計画，設置場所を示す地図等を説明する。 

  ｂ 協議の場の参加者は，営農型太陽光発電設備の設置者等から当該農用地で営農型

太陽光発電事業を実施することとなった経緯や営農計画等の説明及び農業委員会か

らの情報提供等を踏まえつつ，農用地の利用の集積，農用地の集団化その他の地域計

画の区域における農用地の効率的かつ総合的な利用に支障がないかを確認する。 

   c  市は，農用地の効率的かつ総合的な利用に支障がないことを確認し，営農型太陽光

発電事業の実施に問題がないとの結論を得た場合は，協議の場の取りまとめにその

旨を記載し，添付する地図に該当箇所を表示（協議の場の取りまとめは公表）。 

ケ 支柱を含む営農型太陽光発電設備を撤去するのに必要な資力及び信用があると認め

られること。 

   なお，当該事業が再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23

年法律第 108 号。以下「再エネ特措法」という。）に基づく買取制度（FIT）や補助金



（FIP）を活用するものである場合は，再エネ特措法に基づきこれまで撤去費用として

積み立てた金額も考慮すること。 

コ 申請に係る事業が営農型太陽光発電設備を電気事業者の電力系統に連系することと

されている場合には，申請者が連系に係る契約を電気事業者と締結する見込みがある

こと。 

サ 申請者が法第 51 条の規定による原状回復等の措置を現に命じられていないこと。 

 

（３） 一時転用許可に付ける条件 

営農型太陽光発電設備の支柱に係る一時転用許可は，法第４条第７項又は第５条第３

項において準用する法第３条第５項の規定に基づき，処理基準及び事務処理要領の定め

によるほか，次に掲げる条件を付けてするものとする。 

ア 下部の農地における営農の適切な継続が確保され，支柱がこれを前提として設置さ

れる営農型太陽光発電設備を支えるためのものとして利用されること。 

イ 下部の農地において栽培する農作物に係る栽培実績及び収支の状況を毎年報告する

こと。なお，栽培実績については，必要な知見を有する者の確認を受けること。 

ウ 下部の農地において営農の適切な継続が確保されなくなった場合又は確保されない

と見込まれる場合には，適切な日照量の確保等のために必要な改善措置を迅速に講ず

ること。 

エ 下部の農地において営農の適切な継続が確保されなくなった場合若しくは確保され

ないと見込まれる場合，営農型太陽光発電設備を改築する場合，営農型太陽光発電に係

る事業を廃止する場合又は第三者に承継する場合には，遅滞なく，報告すること（当該

設備を改築する場合は様式第７号，廃止する場合は様式第８号，第三者に承継する場合

は様式第９号）。   

オ 下部の農地における営農が行われない場合又は営農型太陽光発電に係る事業が廃止

される場合には，支柱を含む当該設備を速やかに撤去し，農地として利用することがで

きる状態に回復すること。 

 

３ 一時転用許可期間中の栽培実績及び収支の報告 

（１）営農型太陽光発電設備の支柱部分について一時転用許可を受けた者は，毎年，栽培実

績及び収支の状況を翌年２月末日までに農業委員会に報告するものとする。 

① 栽培実績書（様式第 10 号） 

ア 下部の農地において農作物が収穫されている場合には，収穫された農作物の生産に

係る状況 

イ 下部の農地において農作物の栽培が行われているが，その収穫が行われていない場

合には，収穫が行われていない理由及び同じ生育段階にある農作物と比較した場合の

生育状況 



なお，ア又はイの報告に当たっては，報告内容が適切であるかについて，必要な知見

を有する者（例えば普及指導員，試験研究機関等）の確認を受けるものとする。 

② 収支報告書（様式第 11 号） 

   下部の農地における営農等の収支の状況 

（２）農業委員会は，(1)の報告を取りまとめた上で，地方農政局長に報告する。 

 

４ 一時転用許可の期間満了後における再許可 

一時転用許可の期間が満了する場合には，２の手続に準じた手続により，再度一時転用

許可を行うことができるものとする。この場合，それまでの転用期間における下部の農地

での営農の状況を十分勘案して総合的に判断するものとする。 

なお，それまでの転用期間において，営農型太陽光発電設備の設置が原因とはいえない

やむを得ない事情により，下部の農地の利用の程度が著しく劣っていることや下部の農

地において単収が減少していること等が見られる年がある場合には，その事情及びその

他の年の営農の状況を十分勘案して判断するものとする。 

また，当初許可において遊休農地に該当するとして２の(2)のウの a の要件（同じ年の

地域の平均的な単収と比較して２割以上減少しないこと）を適用しなかった場合におい

ても，再許可時には遊休農地でなくなっていることから，当該要件が適用されるものとす

る。 

 

５ その他 

（１）農地パトロールの際に営農型太陽光発電設備の設置に係る農地について定期的に農

作物の生育状況を確認し，営農の適切な継続が確保されていないと判断される場合に

は，必要な指導及び助言を行う。 

（２）営農型太陽光発電は，下部の農地において営農を継続しつつ，これに支障を与えない

よう発電を行うものであり，営農型太陽光発電設備の設置については農閑期に行うも

のとする。 

また，良好な営農条件を備えた農地の農業上の効率的な利用を図る観点から，当該設

備の設置を契機として農業収入が減少するような作物転換等をすることがないように

すること。 

（３）設置者と営農者が異なる場合には，支柱に係る一時転用許可と下部の農地に民法（明

治 29 年法律第 89 号）第 269 条の２第１項の地上権又はこれと内容を同じくするその

他の権利を設定するための法第３条第１項の許可を受けることが必要である。 

この場合には，当該権利を設定する期間を支柱に係る一時転用期間と同じ期間とす

るとともに，一時転用許可と同時に当該権利を設定するものとする。（「営農型発電設備

の設置についての農地法第３条第１項の許可の取扱いについて」（平成 30 年６月 28 日

付け 30 経営第 823 号農林水産省経営局農地政策課長通知）参照） 



 

附 則 

  １ この基準は，令和６年４月１日から施行する。 

２ この基準の施行に伴い，支柱を立てて営農を継続する太陽光発電設備等につい

ての農地転用許可基準（令和元年１２月１日施行）は，廃止する。 

 

 

別表 

区分 期間 

(1)  担い手が，自ら所有する農地又は賃借権その他の使用及び収益を目的

とする権利を有する農地等を利用する場合 

 この場合の担い手とは，食料・農業・農村基本計画（令和２年３月 31

日閣議決定）の第３の２に掲げる次の者をいう。 

ア 効率的かつ安定的な農業経営（主たる従事者が他産業従事者と同等

の年間労働時間で地域における他産業従事者とそん色ない水準の生涯

所得を確保し得る経営） 

イ 認定農業者（農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第

12 条第 1項に規定する農業経営改善計画の認定を受けた者） 

ウ 認定新規就農者（農業経営基盤強化促進法第 14条の４第１項に規定

する青年等就農計画の認定を受けた者） 

エ 将来法人化して認定農業者になることが見込まれる集落営農 

10 年以内 

(2） 遊休農地（運用通知第３の１の(3)のアに該当すると判定された遊休

農地をいう。以下同じ。）を再生利用する場合（同一の事業につき遊休

農地と遊休農地以外の農地とを利用する場合において，これらのうち，

遊休農地の面積が過半を占めており，遊休農地と遊休農地以外の農地と

が連たんし，これらが一段のまとまりを有する場合を含む。） 

(3) 第２種農地（運用通知第２の１の(1)のオ又はカの第２種農地をいう。）

又は第３種農地（運用通知第２の１の(1)のエの第３種農地をいう。）を利

用する場合 

(4) (1)から(3)まで以外の場合 ３年以内 

 


